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第3章労働分配率と労働者の実質賃金
3.1. マルクス
3.1.1. 労働価値説と 9つのキ一概念
資本主義体制は，クルーグマンの言う「金脈探し人の社会Jの如きものになる，
とマルクスは言う。即ち，一部の資本家だけが益々豊かになって行くのに，社会の
多数派を占める労働者階級は最低の生活を強いられ続ける，というのである。
マルクスのこうした議論を理解するためには，彼の思想の基礎を成す労働価値説
を，そして，その 9つのキ一概念を理解しなければならない。 9つのキ一概念とは
次の通りである。
①使用価値(Gebrauchswert) 
②交換価値 (Tauschwert)
③剰余価値 (Mehrwert)
④労働力の交換価値 (Tauschwertder Arbeitskraft) 
⑤労働力の支出 (Verausgabungder Arbeitskraft) 
⑥可変資本 (variablesKapital) 
⑦不変資本 (konstantesKapital) 
⑧剰余価値率 (Ratedes Mehrwerts) 
⑨利潤率 (Profitrate)
3.1. 1. 1. 使用価値と交換価値
マルクスの『資本論』第1巻は， I商品Jと題された章から始まっている。マル
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クスによれば，商品は，まず第 1に，外的対象であり，その諸属性によって人間の
何らかの種類の欲望を満足させる。商品のこの性質，つまり，有用性が商品の「使
用価値(①)Jの源となっている。しかし，商品は単に使用価値の担い手であるば
かりではなく， r交換価値(②)Jの担い手でもある。なぜなら，商品は，消費財と
して消費されることによって使用価値を生み出すだけではなく，その消費に先立つ
ては交換の対象となるからである。 (r資本論』第1巻第1章第1節)
資本主義的生産様式がいかなるものであるか，を知るためには，交換価値の分析
がより重要である。商品の交換価値には次のような性質がある。
1.交換価値は，ある 1種類の使用価値を持つ商品が，他の種類の使用価値を持つ
商品と交換される量的関係として現われる。
2.この量的関係は，時と所によって絶えず変動するO
従って，ある商品をひとつだけ取り出して，その「商品に内在的な交換価値」を
決定するのは不可能なはずである。しかし，マルクスも含めて，労働価値説の主張
者は，この不可能事を可能にしようと試みる。その際，頼りにされるのが労働(力)
の投下量である。マルクスは， rある商品の交換価値は，その商品に含まれる労働
の量に応じて，他の商品に言及することなしに，単独で決定可能である」と言う。
「ある使用価値または財貨が価値(交換価値のこと，吉津註)をもつのは，ただ
抽象的人間労働がそれに対象化または物質化されているからでしかない。では，
それの価値の大きさはどのようにして計られるのか?それに含まれている『価値
を形成する実体』の量，すなわち労働の量によってである。労働の量そのものは，
労働の継続時間で計られ，労働時間はまた一時間とか一日とかいうような一定の
時間部分をその度量標準としている。」
3.1. 1. 2. 剰余価値，労働力の交換価値，労働力の支出
(1) 剰余価値の定義
マルクスによれば，資本主義的生産は「剰余価値(③)Jを目指して行われる。
(2) Marx， Karl: KiαrlMαrx-Friedrich Engels Werke， Bd. 23， pp. 49-50. (r資本論』第1巻
第1分冊， 71-73頁)。
(3) M町 x，Karl， ibid.， p.50. (向上， 74頁)。
(4) M町民Karl，ibid.， p.53. (向上， 78頁)。
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それでは，剰余価値とは何なのか?
資本家が私的に所有する資本は，貨幣として存在すること
もあれば，物質としての商品として存在することもある。い
ずれにせよ，資本主義的生産様式の下では，貨幣 (G)と商
品 (W)の交換が絶えず行われている(図 3-1参照)。ある
1人の資本家を取り上げてみるならば，彼は自らの所有する
図3-1 
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ムG:剰余価値
貨幣を手放し，そのことによって商品を入手し，再びその商品を手放すことによっ
て貨幣を手に入れる。この G-W-Gの過程が進行する中で，最初に交換に投ぜら
れた貨幣の量と，最後に得られた貨幣の量とが同一であるならば，この過程は何の
剰余も生まないことになる。それに対して，最後に得られる貨幣の量 (G')が，
最初に投ぜられた貨幣の量 (G) を上回るならば，この過程によって剰余価値が生
み出されたのである。マルクスは G'が Gを上回る量，即ち，ムGを剰余価値と
定義している。 u資本論』第1巻第4章第1節)
(2) 剰余価値は商品流通からは生じない
それでは，この剰余価値はどこから生まれてくるのであろうか?それは商品流通
(即ち，交換)から生じてくるのであろうか?使用価値に関しては交換を行う双方
の者が得をすることが有り得るとしても，こと交換価値に関する限りは双方が得を
することは有り得ない，とマルクスは結論づける。このことは，等価交換について
も不等価交換についても当てはまる，とされる。 (r資本論J第1巻第4章第2節)
「等価物どうしが交換されるとすれば剰余価値は生まれないし，非等価物どうし
が交換されるとしてもやはり剰余価値は生まれない。流通または商品交換は価値
を創造しないのである。」
もし，以上のことが正しいとすれば，交換を媒介することによって生計の資を稼
いでいる商人は，資本主義体制の寄生者ということになる。
(3) 剰余価値は労働力の消費から生じる
剰余価値が商品の流通過程から生じないのであれば，それはどこから生じてくる
(5) M釘"x，Karl， ibid.， p.165. (同上， 263ー264頁)。
(6) M紅"x，Karl， ibid.， pp. 177-178. (向上， 287頁)。
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のであろうか?マルクスによれば，それは商品の生産過程で生じるのである。しか
し，生産過程で使用される生産手段は剰余価値の源となり得ず，剰余価値は労働力
という特殊な商品の消費からのみ生じる，とマルクスは言う。 (f資本論』第1巻第
4章第3節，第5章第2節)
労働力という特殊な商品は，生産過程に於いて消費されることによって交換価値
を生み出すのだが，そうした労働力の消費がある点を超えると，労働力の元々の交
換価値を超えた量の交換価値が生み出されてくる。これが剰余価値である。ここで
重要なことは，マルクスによって， r労働力の交換価値(④)Jと「労働力の支出
(⑤)Jとが区別されている，ということである。「商品の交換価値=投下労働量J
という等式は労働力についても妥当する。
「労働力の〔交換〕価値は，他のどの商品の価値とも同じに，この独自な商品の
生産に，したがってまた再生産に必要な労働時間によって規定されている。J
労働価値説の立場からは， r労働力の交換価値」はそれに含まれている労働量，
即ち，労働者の生存のために過去に必要とされた労働量によって決ってくる。他方，
労働者と雇用契約を結ぶ資本家は，労働者をある一定時間よりも長く働かせ続け，
労働者に「労働力の支出」を続けさせることができるならば，労働者に価値通りの
賃金を支払った上でなお，何ほどかの交換価値を手に入れることができる。
「労働力に含まれている過去の労働と労働力がすることのできる生きている労働
とは，つまり労働力の毎日の維持費と毎日の支出とは，二つのまったく違う量で
ある。前者は労働力の交換価値を規定し，後者は労働力の使用価値をなしている。
労働者を二四時間生かしておくために半労働日が必要だということは，けっして
彼がまる一日労働するということを妨げはしない。」
以上の関係を，ひとつの数値例を用いて図式化すれば，次のようになる。
労働力の交換価値=労働力の維持費=賃金....・H ・.6労働時間
労働力の支出・........................................・・・・・・・12労働時間
(7) M訂 x，Karl， ibid.， p.184. (向上， 299頁)。
(8) M町x，Karl， ibid.， pp. 207-208. (向上， 337-338頁)0
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「労働力の交換価値=労働力の維持費」という等式は， r商品の交換価値=投下
労働量」の言い換えに過ぎない。たとえ，このことが正しいとしても，賃金が労働
力の維持費の水準にはりついている必然性はない。しかし，剰余価値の源泉を解明
しようとする『資本論』第1巻第5章では，このことは暗黙の前提として仮定され
ているようである。マルクス自身も，賃金が労働力の維持費を上回るような場合を
『資本論j第1巻第7編で考察している。本研究では，これを3.1.2.で取り扱うこと
にする。当面は， r労働力の維持費=賃金」という等式も成り立つものとして話を
進めて行くことにする。
1人の労働者が1日生きて行くためには 6労働時間の交換価値に相当する消費
物資が必要であるとしよう O そうすると，彼の労働力の交換価値も 6労働時間相当
額になる。ところが，彼を雇った資本家は，彼を 6時間以上働かすことができる。
もし，彼が12時間労働するのであれば，そこから生み出される交換価値は12労働時
間相当額となり，労働者に労働力の価値に等しい賃金を支払った後には 6労働時
間相当額の剰余価値が資本家の手元に残ることになる。
3.1. 1. 3. 可変資本と不変資本
もし，以上のことが正しいとすれば，剰余価値を生み出す商品の生産過程に於い
て，生産手段は一体いかなる役割を果すのであろうか?こと剰余価値の創造に関す
る限り，生産手段の果す役割はゼロだ，というのがマルクスの主張である。 (W資本
論』第1巻第6章)
ここで，マルクスの導入した「可変資本(⑥)Jと「不変資本(⑦)Jの区別につ
いて説明することが必要になる。資本家が自己の所有する貨幣を手放し，諸商品を
購入する (G-W)ことによって何らかの商品を生産するに際して，彼は，一方で，
(i)労働者を雇い入れ，他方で， (五)原材料，労働者が生産過程で使用する道具・
機械といった生産手段を購入するであろう。労働者に労働力の価値相当額として，
即ち，賃金として支払われる貨幣は，マルクスによって可変資本と定義される。例
えば 6労働時間相当額の賃金を支払われた労働者が12時間働き続けるならば，そ
して 6労働時間分の差額が資本家のものとなるならば，資本家が労働力の購入の
ために支出した貨幣は 2倍になって戻ってくる。こういった意味で，労働力に転換
される資本部分は可変資本と呼ばれるのである。
他方，原材料・道具・機械等のために支出された資本部分は，不変資本と定義さ
れる。なぜ不変資本と定義されるかといえば，資本のこの部分は生産過程で価値量
を変えないとされるからである。
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「生産手段の価値は，生産物に移転されることによって，保存されるのである。」
(傍点，吉津)
つまり，生産手段に投下された貨幣の価値は保存されるに過ぎず，増殖したりし
ない，というわけである。
* * * 
要するに，マルクスの主張する所は，剰余価値は商品流通からも生産手段からも
発生せず，ただ労働力の消費からのみ発生する，ということである。以上のことを
ひとつの数値例を用いて図式化しておくことにしよう。(図 3-2参照)
図3-2 
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6 (移転され保存された価値)
G:貨幣， W:商品， A 労働力， Pm:生産手段 P 生産
ある資本家が， 12単位の貨幣で6単位の労働力と 6単位の生産手段を購入して，商品
の生産を行う。彼は，労働者を12時間働かせることによって 6単位の剰余価値を手に
することができる。
3.1.1. 4. 剰余価値率と利潤率
『資本論J第 1巻第7章で，可変資本 (v)の量と剰余価値 (m)の量との関係
を表わす， I剰余価値率(⑧)Jという概念が導入される。
「可変資本が価値増殖した割合は，明らかに，可変資本にたいする剰余価値の比
日1
率によって規定されている。または， 守ーで表わされている。…中略…この可変
資本の価値増殖の割合，または，剰余価値の比例量を私は剰余価値率と呼ぶので
ある。」
(9) Mru丸 Karl，ibid.， p.214. (向上， 347頁)。
(10) Marx， Karl， ibid.， p.230. (同上， 372頁)0
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可変資本がどれほどの割合で価値増殖したかを示す，この剰余畑値率(与)は，
観点を変えるならば，労働者がどれだけ搾取されているのかを示す，搾取度の尺度
だということになる。
「剰余価値率は，資本による労働力の搾取度，または資本家による労働者の搾取
度の正確な表現なのである。」
資本家はかくの如き剰余価値率には関心を示さない。彼が念頭に置くのは「利潤
率(⑨)Jである。『資本論』第3巻第2章で，利潤率は次のように定義されている。
剰余価値
利i閏率=
可変資本+不変資本
以上で，マルクスの労働価値説を理解する上で不可欠の 9つのキ一概念を説明
し終えた。
3.1. 2. 資本蓄積と所得分配
(1) I堪えられなくもない形態」の従属
マルクスの所得分配についての議論はどのようなものであるか，を見ることにし
よう。マルクスは，資本主義体制は，クルーグマンの言う「金脈探し人の社会」の
如きものになる，と言う。しかし，所得分配についての彼の議論は， I堪えられな
くもない形態」の従属から始められている。
さて，資本主義体制の下では，一般に，剰余価値は資本に再転化される，とマル
クスは言う。この剰余価値の資本への再転化，即ち，資本蓄積が労働者の運命にい
かなる影響を及ぼすのか，の分析が『資本論』第1巻第23章の主題である。ここで
問題となるのが，可変資本と不変資本の構成比であり，その構成比の変化が労働力
需要に，ひいては賃金水準にいかなる影響を及ぽすかである。
マルクスは，まず第 1に， r資本論』第 1巻第23章第1節で，可変資本と不変資
本の構成比が変化することなく資本蓄積が続けられる場合を分析する(図3-3参
照)。この場合には，資本蓄積につれて可変資本の総額も増加して行く。この増加
して行く可変資本の総額を分け合う労働者の数が著しく増大しないならば，従って，
(1) Marx， Karl， ibid.， p.232. (同上， 375頁)。
94 広島経済大学経済研究論集第23巻第1号
図3-3 
資本家の消費 資本家の消費 資本家の消費(一定と仮定)
可変資本 B・ ，. 可変資本
ーーー，ーー-ー--ーーーー『ーーー『ーー胃甲骨' 可変資本
不変資本 ーーーーーーーーー・ーーーーーーーーーーーーーーー
ーーーーーーーーー・ーーーーーー・ーーーーーーーー
不変資本
不変資本
議論を単純化するために資本家の消費水準は一定とする。もし，可変資本と不変資本
が同一比率で増加し，可変資本の増加率が労働力の供給量の増加率を上回るなら，労働
者の賃金は上昇する。
可変資本の増加率が労働力の増加率を上回るならば，労働は相対的により稀少なも
のとなり，賃金は上昇する。そして，次のような関係が成り立つことになる。
労働力の価値=労働力の維持費(投下労働量)<労働力の価格(賃金)<労働力の支出
こうなれば，労働者は最低の生活から脱却でき，労働者の資本家への従属も「堪
えられなくもない形態」のものとなる。
(2) 可変資本に対する不変資本の比率の上昇
資本蓄積が進行する中で，可変資本と不変資本の構成比が不変のままに止まる，
という保証は何ら存在しない。過去の歴史に於いて 1人の労働者に割り当てられ
る生産手段の量的規模は一般に増大してきている。しかし，労働者1人当りの生産
手段の量的規模の増大は，他方に於いて，労働の生産性の増大を通じて，生産手段
の価格低下をもたらしてきた。これらのいずれの要因がより優位するか，をア・プ
リオリに決定することはできない。少なくとも，論理的には，資本蓄積がもたらす
可能性として，①価値額で羽jった可変資本部分に対する不変資本部分の構成比の上
昇，②同構成比の下落，③従来通りの構成比の持続，のいずれもが考えられるので
ある(図 3-4参照)。それにもかかわらず，マルクスは卜分な根拠を示すことな
しに，資本蓄積の結果，可変資本は不変資本に対して相対的に減少して行く，と結
(12) Marx， Karl， ibid.， p.645. (r資本論j第1巻第3分冊， 198頁)。
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論する。
図3-4 
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もし，経済成長の結果として生じる富の増加分が，資本蓄積の過程の中で，すべ
て不変資本に吸収され尽くしてしまうなら，全労働者の受け取る賃金総額は少しも
ふえないということになる。可変資本節約的技術革新の頻発はこうした事態を引き
起す可能性がある。こうなれば，労働者の生活水準が改善される可能性はなくなっ
てしまう。これが，マルクスのたどりついた結論である。(図3-5参照)
かくして，次のような関係が成立することになる。
労働力の価値=労働力の維持費(投下労働量)=労働力の価格(賃金)<労働力の支出
図3-5 
資本家の消費 資本家の消費 資本家の消費
可変資本 ーー ーー ーー ーー 砂ー・ 可変資本 一一一一一一一一ー" 可変資本
ーー ーー ーー ・ー ーー ーー ・ーー ーー ・ー ーー ・・ー ー -・ー ーー 幽ー 曲ーー .白晶ー ーー ーー ーー ーー ーー ーー ー ----ー --ー 四・ー ーー ---ー 甲『ー ーー ーー ー
不変資本
不変資本
不変資本
可変資本部分に対する不変資本部分の構成比が著しく上昇するというようなことが起
れば，経済成長が起っているにもかかわらず，賃金は全く上昇しない，ということにな
るかもしれない。
(3) ピグウとマルクス
2.2.3. (1)で見た虹|くに，ピグウは，発明を，①資本節約的発明，②労働節約的発
明，③中立的発明，の 3つに区分した上で，大多数の発明は労働節約的発明である，
(13) Marx， Karl， ibid.， p.653. (向上， 208頁)。
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としている。そうであるにもかかわらず，発明は必ずしも労働者階級にとって有害
なものではなかった，とピグウは述べている。
ピグウの「労働節約的発明」は，マルクスの「可変資本節約的技術革新」とほぼ
同ーのものである，と解釈してよいだろう。マルクスは，可変資本節約的技術革新
を挺子にして， i資本家は益々豊かになって行くのに，労働者は貧しいままである」
という議論を展開したのである。
首尾一貫性ということのみを基準にするならば，こと発明或いは技術革新に関す
る限り，マルクスの議論の方が，ピグウの議論よりも，優れている。とはいえ，現
実の歴史は，マルクスの予測したようなコースをたどらず，可変資本の比率が不断
に下落して行く，というようなことは起らなかったのである。 3.2.で，このことを
論ずる。
3.1. 3. 利潤率の低下(? ) 
しかし，そうするに先立つて，マルクスの議論を内在的に批判しておこう。
まず，剰余価値率と利潤率の定義を想起されたい。
??????
????? 剰余価値
利潤率=
可変資本+不変資本
マルクスの主張するように，資本蓄積と共に，可変資本に対して不変資本の比率
が増大して行くなら，利潤率が低下して行く，ということは利潤率の定義から容易
に理解することができる。議論を単純化するために，剰余価値率は100%であると
仮定しよう。そうすると，可変資本の増加額と同じだけ剰余価値も増加する。とこ
ろが，不変資本の増加率の方が可変資本の増加率よりも大きいわけであるから，利
潤率の分母の増加率は，利潤率の分子の増加率を上回り，かくして，利潤率は低下
する。
このような事態に直面させられた資本家が，利潤率の低下を防ぎたいなら，彼に
残されている道は，①剰余価値率を引き上げる(つまり，労働者に対する搾取の度
合を一層強める)か，或いは，②可変資本に対する不変資本の比率を引き下げる
(つまり，不変資本節約的技術革新を行う)か，のいずれかしかない。②は，明ら
かに， i資本蓄積と共に，可変資本に対して不変資本の比率が増大して行くJとい
う，マルクスの主張と相容れないものである。
つまり，こういうことである。もし，マルクスの言うように，可変資本だけが剰
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余価値の源であるなら，なぜ，資本家は，剰余価値の源である可変資本の比率を引
き下げたりするのであろうか?資本蓄積と所得分配に関するマルクスの議論全体に
重大な不調和が潜んでいる，と言わざるを得ないのである。
3.2. 労働分配率の動き
3.2.1. ケインズとドッブ
(1) ケインズ一一労働者の取り分の安定性
産出量，貨幣賃金，実質賃金の相関々係について論じた1939年の論文で，ケイン
ズは，イギリスとアメリカに於ける，匡|民分配分中の労働者の取り分の安定性に言
及している。この安定性は長期にわたるもので，少しばかり奇跡じみている (abit 
of a miracle)，とケインズは言う。
「私が考えているのは，国民分配分 (thenational dividend)の内で労働に割り当
てられる比率の安定性であり，その安定性は，明らかに，産出水準全体について
存在し，また，景気循環現象にもかかわらず存在する。このことは，イギリス
(Great Britain) と合衆国の双方に於ける全経済統計の中で，最大の驚きに値す
るが，最もよく確証された事実のひとつである。…中略…両国に於けるその比率
の安定性は，何よりも，注目に値することであり，また，このことは，単に短期
的現象であるのではなく，長期的現象のように思われる。」
(2) ドッブの混乱
20世紀の代表的マルクス主義者のひとりであるドッブも，同様のことを指摘して
いる。
「おどろくべきことには，国民所得中に占める割合としての賃金にかんする利用
しうる統計によれば， (景気のー循環期間のような)短期間をとってみても，よ
り長期間をとってみても，この比例関係はいちじるしい安定性を示している。J
(r賃金論』第2章第2節)
(14) Keynes， John M.: Relative Movements of Real Wages and Output， in: Economic 
Journal， March 1939， p.49. 
(15) Keynes， John M.， ibid.， p.48. 
(16) Dobb， Maurice: WIα:ges， 1928， reprinted with revisions 1959， Gr巴enwoodPress， 
Westport 1982， p.19. (氏原正治郎訳『賃金論j新評論，昭和37年，新装版第6刷昭
和57年， 28頁)。
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しかし， ドッブは， r賃金論jの第4章第10節で，次のように述べている。
「経験の示すところによれば，発明の影響は，すぐれて『労働節約的』方向にあ
った。この種の技術的変化は，賃金を相対的にひき下げる，すなわち総生産物の
中での労働の分け前の割合を減少させる傾きがあるだろう。」
ドッブは，一方で，国民所得中に占める賃金の割合は著しい安定性を示している，
と述べているにもかかわらず，他方で，発明の結果として総生産物中の労働の分け
前は減少する，とも主張している。この 2つの主張が両立し得ないことは明らかで
ある。
* * * 
ピグウも (2.2.3.(1))，マルクスも (3.1.2. (2))，そして， ドッブも，いずれも，
労働節約的技術革新(マルクスの用語に従うなら，可変資本節約的技術革新)が支
配的であった，と主張している。製造業だけを取り上げてみれば，このことは正し
いであろうし，そのことは，先進国に於いて，全就業者中製造業に就業する人々の
比率が低下している，という事実の中に現われている。しかし，国民分配分中の賃
金の割合の動きを検討しようとする時には，製造業のみを取り上げる，ということ
は許されない。
要介護老人に対する訪問入浴介助という制度がある O これは，複数のホーム・ヘ
ルパーや介護士が要介護老人宅を訪れて，要介護老人を入浴させる，というサービ
スである。このサービスに於いては，人間の果す役割が圧倒的で、，道具や機械の出
番はあまりない。(つまり，可変資本が不変資本を圧倒している。)
訪問入浴介助といった制度の設立を「技術革新」と呼ぶことには無理があるかも
しれない。しかし，重要なのは，製造業で節減された人的資源が種々のサービス分
野に流れ込み，そこで十分な賃金を支払われるならば，国民分配分中の賃金の割合
は安定性を示すかもしれない，ということこれであるO
3.2.2. クラヴィス
(1) 中間階層の取り扱い
(1カ Dobb， Maurice， ibid.， pp. 11←115. (向上， 155頁)。
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マルクスとエンゲルスは『共産党宣言.1 (1848)の中で，資本主義社会に於いて
は，小工業者・商人・金利生活者・手工業者・農民といった下層の中産階層は徐々
に消滅して行き，全社会が，ブルジョア階級とプロレタリア階級という，敵対する
こ大陣営へと分かれて行く，と述べている。今日の階級構造は，必ずしも，マルク
スやエンゲルスの予言したようなものになっているとも思えないが，国民分配分中
の労働者の取り分の動きを検討するに当っては，中間階層の取り扱いには慎重でな
ければならない。農業社会から工業社会への移行につれて，自営業者の比率が下が
る一方で，被用者の比率が上昇し，また，企業家所得は低下するからである。
クラヴイスは，アメリカに於ける所得分配を分析するに当って，国民所得を，①
被用者所得 (employeecompensation)，②企業家所得 (entrepreneuria1imcome)， 
③資産所得 (propertyincome)の3つに区分して，分析を進めている。国民所得
中に占める被用者所得の比率の上昇と企業家所得の比率の下落は19世紀に始まり，
被用者所得の比率は1930年代以降ほぽ安定している，という事実をクラヴイスは指
(2日)
摘する。
(2) 総賃金と総資産所得の割合
総賃金と総資産所得の割合を出すためには，企業家所得を労働所得と資産所得に
分割しなければならない。この作業はけっこう複雑である。(但し，ここでは，そ
の内容にまで立入らない。)
クラヴイスは，総賃金と総資産所得に関して，次のような式を提示している。
??????
??
? ????? ?? ???? ?
労働量と労働価格，資本量と資本価格は，通常は，逆方向に動く，と想定してよ
いだろう O 即ち，労働価格が，資本価格に対して，相対的に上昇するならば，労働
(l8) Marx， Karl/ Engels， Friedrich: Mαnifest der Kommunistischen Partei， 1848， in: KJαrl 
Mαrx-Friedrich Engels Werke， Bd. 4， Dietz Verlag 1964， p.469. (大内兵衛・向坂逸郎
訳『共産党宣言J岩波文庫，昭和26年，第33刷改訳昭和46年， 49-50頁)。
(19) Kravis， Irving B.: Relative Income Shares in Fact and Theory， in: Americαn 
Economic Review， December 1959， p.918. 
(20) Kravis， Irving B.， ibid.， pp. 920-921. 
(21) Kravis， Irving B.， ibid.， pp. 923-926. 
倒Kravis，Irving B.， ibid.， p.940. 
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から資本への要素代替が起るし，労働の相対価格が下落する時には，資本から労働
への要素代替が起るO かくして，要素価格変動の結果生じてくる要素代替は，国民
所得中に占める総賃金と総資産所得の相対的分け前の変化を制限する，ピルト・イ
ン・スタピライザー (abuilt-in stabilizing mechanism limiting changes in relative 
ω 
shares)の役割を果すことになる。
(3) クラヴイス説の含意
資本の追加供給は容易で、あるのに対して，労働の追加供給は容易ではない，とク
(241 
ラヴイスは言う。従って，労働需要のわずかな増加が，賃金の大幅な上昇を惹起し，
そのことが，更に，労働節約的技術革新を招来する，というのである。
マルクスの推論とクラヴイスの推論では，因果の連鎖が逆になっている。
マルクス:労働節約的技術革新(可変資本節約的技術革新)→
可変資本割合の減少→実質賃金の伸びの停滞
クラヴィス:労働の相対的不足→実質賃金上昇→労働節約的技術革新
クラヴイスの主張の方が正しい，と筆者は考えている。
3.2.3. 大JIと小野
労働分配率についての，日本人の研究にも言及しておくことにしよう O
(1) 労働分配率の長期変動
大川一司は， i分配率の長期変動J(1965) という論文で，労働分配率に関して，
(251 
次の 3つの結論を提示している。
1.日本における労働分配率の動向は経済の長期波動と密接に関係していて，とく
に経済成長の上向局面における労働分配率の低下現象が明らかなことが確認さ
れる。
2.かかる波動を貫く長期趨勢としてこれをみると，労働分配率の上昇傾向はみと
められない。その下降傾向もしかし確認しがたいという意味で，それはほぼ不
。3) Kravis， lrving B.， ibid.， p.940. 
加1) Kravis， lrving B.， ibid.， p. 941-945. 
岡大川一司「分配率の長期変動J(W経済研究』第16巻第1号， 1965年 1月 1頁)。
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変的な{頃向を示すとみるのが妥当のようである。
3.その理論的説明としては，労働の弾力的供給という条件の作用が前提される必
要があり，これが生産性の上昇過程で労働分配率を低下させる力となるという
古典派的仮説が基本的には適切である。長期趨勢として労働分配率が現実に低
下しないのは，上述の作用を相殺する力が働いているためであるが，そのメカ
ニズムは理論的にはなお明らかではない。
先に (3.2.2.(2)，総賃金と総資産所得の割合を出すためには，企業家所得を労
働所得と資産所得に分割しなければならない，ということを指摘した。この点に関
して，大川は，非法人セクターの混合所得(これは，クラヴィスの企業家所得に相
当する)を，推定勤労所得と推定財産所得に分割する，帰属推定の可否については
論争がある，と述べている。
法人セクターに於ける分配率の変動について，大JIは，以下のようなことを指摘
(幻}
している。
1. 1919-1930年:経済成長率は比較的小さく，労働分配率はほぼ不変であった。
2.1931-1938年:経済成長率は大きく，労働分配率は低下した。
3.1939-1952年:経済成長率は異常な変動を示し，労働分配率も異常に変動した。
4.1953-1962年:経済成長率は大きく，労働分配率は低下した。
(2) 労働分配率に影響を与える要因
小野旭の「労働所得の分配と経済成長率J(1985)の内容を紹介することにしよ
つ。
小野は，まず，非法人セクターの混合所得を賃金部分と利潤部分に分割すること
の必要性と，それに伴う難点について論じている。
そして，小野は，労働分配率に影響を与える重要な要因として，①実質所得成長
(29) 
率，②R&D支出の対 GNP比率，③労働の交渉力，について論じている。
岡大川一司，向上 2頁。
聞大川一司，同上 3頁。
倒小野旭「労働所得の分配と経済成長率J(W日本労働協会雑誌j1985年12月号， 37-39 
頁)。
倒小野旭，向上， 44-45頁。
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①実質所得成長率の上昇は，労働所得分配率の上昇率を低下させる。
②R&D支出の対 GNP比率の上昇は，労働所得分配率の上昇率を低下させる。
③労働の交渉力の増大は，労働所得分配率を引き上げる効果を持つ。
小野は「労働所得の分配と経済成長率」の最終部分で，ひとつの仮説を提示して
(30) 
いる。つまり，労働所得分配率の上昇は，一方に於いて，消費支出を高め，そのこ
とによって，実質所得成長率が上昇する可能性があるが，他方に於いて，労働所得
分配率の上昇の結果として，利潤率の低下，そして，投資支出の減少が起って，実
質所得成長率は下落するかもしれない，というのである。これらのいずれの要因が
優位するのかを一義的に決定するのは不可能であろう。
3.3. 変化の兆しか?一一「金脈探し入社会」への接近か?
3.3.1. 富者・中間階層・貧者
ピグウによれば，富者と貧者の聞に国民分配分がいかに分配されているか，を直
接分析するための装置は経済学には存在しない。そこで，ピグウは， i賃金所得者」
を「貧者」の代表とみなし， i賃金所得者の所得」と「労働という生産要素の報酬」
を同ーのものとみなした上で， i国民分配分の増減Jと「賃金所得者の所得の増減」
の関係を分析している。 (2.2.3.参照)
経済発展につれて，労働者・資本家・地主の所得はどのように変動して行くか，
ということの分析は，古典派経済学者(並びにマルクス)にとっての中心課題のひ
とつであったし，そうした分析は，現代経済学にも引き継がれている。これに対し
て，富者・中間階層・貧者間の所得分配についての研究は立ち遅れている。とはい
え，そうした研究が全く存在しないというわけではなし以下で，その内の幾つか
のものを紹介することにしよう。
(1) クルーグマン
クルーグマンは，その著 TheAge of Diminished Expectαlions・第3版の，所得
分配を扱った第2章で，次のように論じている。
側小野旭，向上.47-48頁。。1) }むugman，Paul R.: The Age of Diminished Expectαtions， Washington Post Company 
1990， 3rd ed. MITT Press 1997， pp. 21-26. (山形浩生訳『クルーグマン教授の経済入
門』メディアワークス，平成10年.42-50頁)。
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1.1947年から1973年にかけては，経済の繁栄はアメリカ社会に広く配分されてい
た。しかし.1973年から1994年の時期には，経済成長率が低下したのみならず，
所得分配の不平等も拡大した。
2.この所得分配の不平等の拡大は 3つの要因から成り立っている。まず第1が
「最下層」の人々の増大である。
3.第2の要因は「超金持ち」の収入の激増である。
4.第3に.i最下層Jと「超金持ち」の中間にあって，アメリカ人の大部分を成
す人々の間でも不平等が拡大した。非熟練労働者の稼ぎが低下する一方でJ高
度技能者の稼ぎは増えている。また，職業聞での賃金格差も拡大している。
所得分配はまじめな政治行動の対象になりにくい，とクルーグマンは言う。極端
な貧乏人(最下層)をなくそうという話にアメリカの一般大衆はうんざりしている
し，超金持ちへの課税強化は政治的に困難であるから，というのがその理由である。
また，中間階層の所得不平等に対して，どのような政策が考えられるであろうか?
かくして.2.4.2.で見た如くに，アメリカ社会は，所得格差はそれほどのもので
ない「漁師の社会」から，所得格差の極端な「金脈探し人の社会」へ，少しばかり，
近づいたということになろう。とはいえ，事態は，マルクスが『資本論』第 1巻で
描き出したものとも大きく異なっている。マルクスの論じる所によれば，資本主義
体制の下では，一部の資本家のみが益々豊かになって行くのに対して，社会の多数
派を構成する労働者は最低の生活を強いられ続ける，というのである。マルクスの
イメージした社会には，①非常に裕福な少数の資本家と，②最低生活を余儀なくさ
れる労働者大衆，といった 2つのグループしか存在しない。こうした経済像は現代
のアメリカには当てはまらない。
(2) リスカヴエッジ
次に，リスカヴエッジの『アメリカに於ける所得不平等j(1999)の内容を紹介
することにしよう。
『アメリカに於ける所得不平等』の第3章で，第二次世界大戦後の所得分配の動
(33) 
向が示されている。 1947年~1973年の時期には，所得が急速に成長する一方で，所
得分配の不平等度は安定性を示した。従って，経済成長の成果は，アメリカ社会に
同 Krugman， Paul R.， ibid.. p. 2ι27. (向上， 50ー52頁)。
同 Ryscavage，Paul: Income Inequαlity in Americα-AnAnαlysis of Trends， M.E. 
Sharpe， New York 1999， Chap. 3. 
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広く配分されたのである。
しかし， 1973年~1996年の時期には，所得の成長率は低下し，更に，所得分配の
不平等は拡大した，というのである。こうした動きは， 1970年代に始まり， 1980年
代に加速した。 1990年代に入って，所得分配の不平等の拡大は終ったのかもしれな
い，というのがリスカヴエッジの暫定的結論である。
1973年以降，アメリカに於ける所得分配の不平等は拡大していったとはいえ，中
間階層が消滅してしまったわけではない。ひとまず， 15.000ドル未満の年間所得し
か得ていない家計を低所得階層と定義し， 15.000ドル以上75.000ドル未満の年間所
得を得ている家計を中所得階層と定義し，そして， 75.000ドル以上の年間所得を得
ている家計を高所得階層と定義するならば， 1996年のアメリカに於いて，低所得階
層は20.4%，高所得階層は16.4%であったのに対して，中所得階層は63.2%であった，
(34) 
という事実をリスカヴエッジは指摘している。
さて， 1973年以降の，アメリカに於ける所得分配の不平等の拡大をただひとつの
要因によって説明することはできない (nosimple explanations)，とリスカヴ、エツ
(35) 
ジは言う。『アメリカに於ける所得不平等』の第 5章で，所得分配の不平等拡大を
促進したと想定される様々な要因に検討が加えられている。それらの内の主要なも
のとして，次のようなものがある:脱工業化 (deindustrialization)，海外からの競
争激化の結果採択されるに到ったアウトソーシング・成果払い賃金体系 (payfor 
performance wage systems)・パートタイム (part-timejobs) ，家計・家族構成の
変化〔片親家族 (single-parentfamilies)の増加，稼ぎ手が2人いる婚姻家族の増
加，単身生活者の増加)，高度技能保持者に有利に作用する技術変化 (skill-biased
technological changes)，等々である。これらの要因が複雑に絡み合って， 1973年
以降の所得分配の不平等拡大がもたらされ，ということなのであろう。
(3) 橘木俊詔
『日本の経済格差一所得と資産から考える』で，橘木は，自由主義の尊重と，大
きな不平等是正のための政府介入とを，理想として掲げている。
ところが，日本では，所得分配の不平等度は急激に高まっている。そして，橘木
は，日本は先進国中で最も不平等度の高い国である，と主張する。
(34) Ryscavage， Paul， ibid.， pp.ι7. 
(35) Ryscavage， Paul， ibid.， p.130. 
同 橘木俊詔『日本の経済格差一所得と資産から考える』岩波新書，平成10年.183頁，
207-208頁。
同橘木俊詔，同上.5-6頁。
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(38) 
日本に於いては，効率性と公平性のトレード・オフ関係は小さい，と橘木は言う O
そして，所得分配の不平等緩和の措置として，税制改革(累進消費税の導入，相続
税の強化)，税制と社会保障制度の統合，が提唱されている。
3.3.2. 3つの階層への 3つの対策
市場で決ってくる所得分配を，政府介入によって是正すべきか否か，という問の
たて方はあまり有用なものとは思われない。少なくとも，低所得階層，中所得階層，
高所得階層の区分を行った上で，各階層ごとの対応策を考えてみる，という所から
出発するのが有益で、あろう。
先進諸国では，公的扶助制度等を用いて，低所得階層に文化的最低生活を保障す
る，という点についてのコンセンサスが存在する。
中所得階層の所得分配をより平等なものにすべきか否か，今日先進諸国に於いて
すら，コンセンサスが存在するとは考えにくい。しかし，中所得階層の生活安定へ
の欲求の強さというものは，先進諸国に共通するように思われる。公的年金制度を
中軸に据えた老後の所得保障は，各国中所得階層の最大の関心事のひとつであろう。
また，老後の衰えに対処するための，公的介護制度にも関心が集まっている。
かくして，低所得階層，中所得階層の双方にとって，社会保障制度が非常に重要
なものになってくる。第4章で，社会保障制度について論じる。
高所得階層に対してどう対応すべきなのだろうか?実は，この点について，筆者
自身の見解は定まっていない。累進所得税や相続税は，必要なのであろう。しかし，
所得税の累進度はいかほどのものとなるべきなのだろうか?相続税の税率はどの程
度にするのが望ましいのか?筆者は，これらの聞に対する答えを持ちあわせていな
しミ。
但し，次の点だけは明らかにしておきたい。「貧しい社会」に於ける富者の存在
と， r豊かな社会」に於ける富者の存在とは，意味が異なる，ということである O
ある社会の大多数の者が飢餓線上の生活を強いられているのに，少数の富者のみが
途方もなく賛沢な暮らしを送っているとすれば，こうした状態は多くの人の道徳感
を逆なでにするであろう。少なくとも筆者は，こうした状態は解消される「ベき」
である，と考える。
しかし社会が豊かになり，社会保障制度を介して，低所得階層に文化的最低生
倒橘木俊詔，同上， 22頁， 18ι185頁。
倒橘木俊詔，向上， 188-197頁。
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活が保障され，中所得階層の生活水準は更にそれをかなり上回る，ということにな
ればどうであろうか?このような状況の下で，少数の富者が豪者な生活を送ったと
しても，人々の道徳的憤激をそれほど喚起することはないのかもしれない。
